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能になる場合も含まれている（BGH2011 年 11 月２日判決、- X ZR 43/11 参照）。
パック旅行の中止が旅行主催者の詐欺的行為に帰せられるときでも、旅行主
催者の倒産につき、給付されるべき担保は含まれている（EuGH2012 年２月
16 日判決、- C-134/11 参照）。指令は、第 17 条第１項において成程「により」
という法文を使用しているが（同様に第 17 条第４項においても「により」、




われている（これについては、Staudinger, RRa 2015, 281, 282 参照）。















































の項末尾参照。訳者注：広法 35 巻４号 43 頁も参照）
　第３文及び第４文は、民法第 651k条第２項に相応する。第３文により、顧
客の金銭防護者には、１年間に（現在、事業年と明示されている。MueKo/
Tonner, &.Aufl., § 651 k Rn.21 参照）彼によって払い戻される額についての責




てはいない（BTDrs. 12/5343, S. 12）。この理由から、2001 年７月 23 日の旅行
規定の第２改正法の場合にも、最高額の削除が敬遠された（BTDrs. 14/5944, S. 
11）。しかし、とりわけ、先行指令とは反対に、指令は、第 17 条第２項により、

















































は、留保付きで払い戻しをなすことができる（BGH2006 年 11 月 24 日判決、
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れている EG指令第 2006/123 号第４条第５号は、上述の営業法の規定により
国内法化された（BTDrs. 16/12784, S. 14 参照）。
広島法学　40 巻３号（2017 年）－ 64
− 285 −




















































の旅行給付の提供に旅行法を類推適用してきた（BGH, NJW 1985, 906 ; NJW 
1992, 3158）。これは、長い期間、先ず以て、往路は自分で行く休暇用住宅又













































　民法第 651l条は、2001 年７月 23 日の旅行規定の第２改正法により挿入さ
れた。きっかけは、1990 年の指令は国際的な外国学校滞在（ホームステイ）
には適用されないことが確定された、C-237/97 号法律事件（「フィンランド
AFS国際文化プログラム」）における 1999 年２月 11 日の欧州司法裁判所



















案第 651h条）及び解約（民法第 651e条、第 651j条、新：民法草案第 651l条）
に関する引き合いに出されている規定の変更はあとづけられなければならな
い。 さ ら に、 若 干 の 編 集 上 の 変 更 と 並 ん で、 生 徒 の 協 力 義 務
Mitwirkungsobliegenheitは、受け入れ家庭における宿泊、監督及び世話にだけ
でなく、受け入れ国における学校通学にも及ぶことが明らかにされている
（Staudinger/Staudinger (2016) § 651l Rn. 16; Palandt/ Sprau, 75.Aufl., § 651l Rn. 5
参照）。従来、民法第 651l条第２項第１号に含まれていた「生徒の協力のも
























































行仲介人は、旅行主催者の履行補助者と見なされる（BGH2006 年４月 25 日

















































について）。仲介する旅行代理店 Reisebueroが（典型的に）商法第 84 条以下
の規定の意味での商事代理人であるときには、締約代理人の受領代理権は商





いないことが考慮されるべきである（BGH, NJW 1988, 488 参照 ; Staudinger/
















到達と見なすとの、指令第 15 条第 2段に規定されている法的効果は、既に第
１文に規定されている旅行仲介人の受領代理権から生じている。
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んで、民法施行法草案の附録に含まれているひな形による関連した方式用紙












































































合、指令第 21 条の第２段は、意味的にも民法草案第 651y条第２号の場合に
のみ関連づけられる。
　既に従来、旅行主催者、旅行仲介人、及び給付提供者は、その活動範囲で
惹起した予約ミスについて責任を負うべきである（BGH，1981 年 11 月 19 日
判決 - Ⅶ ZR 238/80 ; ハンブルク地裁，2002 年４月 23 日判決 - 309 S 134/01 ; 
AG Menden, 2006 年４月 05 日判決 - C 103/05; LG Frankfurt, 1988 年１月 15 日




























求権も問題となる（OLG Frankfurt 2011 年 11 月 15 日判決、 - 16/ U 39/11 参照）。
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この法的な可能性が契約上制限されるか又は償還条項によって確保されるか
は（これに関しては、MueKoBGB/Tonner, 6.Aufl., § 651h Rn. 18 ; Fuehrich, 
Reiserecht, 7. Aufl., § 13 Rn. 10 参照）、私的自治に委ねられている。
　旅行主催者又は旅行仲介人の償還を可能にする、法律に規定されている請
求権が約款によって制限又は排除されているときは、この約款は、民法第




枠内で考慮されるべきである（BGHZ 89, 363ff. 及び 90, 273ff. 約款規制法第
24 条につき参照）。
